
資料３－２

令和7年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況～養介護施設従事者等による虐待について～
問1　相談通報受理日・時期・自治体
2)相談通報の対応時期

件数 構成割合(％)

2 50.0
0 0.0
2 50.0
4 100.0

問1　相談通報受理日・時期・自治体
3)通報受理自治体

件数 構成割合(％)

2 100.0
0 0.0
2 100.0

（注）令和７年度内に通報等を受理した事例について集計

問2　【通報受理自治体：すべて】相談・通報者(複数回答)　※構成割合を相談・通報者の合計人数に対して算出

件数 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2
構成割合(％) 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0
（注）令和７年度内に通報等を受理した事例について集計
       構成割合は、相談・通報者の合計人数に対するもの
       構成割合の算出方法は、厚生労働省が発表する調査結果における算出方法と異なる場合がある

問2　【通報受理自治体：市町村】相談・通報者(複数回答)　※構成割合を相談・通報者の合計人数に対して算出

件数 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2
構成割合(％) 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0
（注）令和７年度内に通報等を受理した事例について集計
       構成割合は、相談・通報者の合計人数に対するもの
       構成割合の算出方法は、厚生労働省が発表する調査結果における算出方法と異なる場合がある

問2　相談・通報
2)相談・通報が寄せられた施設・事業所のサービス種別

件数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
構成割合(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

問2　相談・通報
2-2)具体的なサービス種別名

件数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
構成割合(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

問3　市町村における事実確認調査状況

(うち令和７
年度内に
通報･相

(うち令和７
年度前に
通報･相

2 (1) (1) (100.0)
2 (1) (1) [100.0]
0 (0) (0) [0.0]
0 (0) (0) [0.0]
0 (0) (0) (0.0)
0 (0) (0) [0.0]

0 (0) (0) [0.0]

0 (0) (0) [0.0]
0 (0) (0) [0.0]
2 (1) (1) 100

問3　市町村における事実確認調査状況(事実確認の方法)
件数

0
0
2

合計
その他 詳細不明地域密着

型通所介
護

認知症対
応型通所
介護

通所リハ
ビリテー
ション（デ
イケア）

老人福祉
センター

その他 詳細不明 居宅介護
支援事業
所

地域包括
支援セン
ター

老人（在
宅）介護支
援センター

詳細不明 無届施設等
を養介護施
設とみなした
場合

(介護付き)有料老人ホーム(住宅型)有料老人ホーム認知症対応型共同生活介護介護医療院・介護療養型医療施設介護老人保健施設特別養護老人ホーム

複数のサー
ビス種別にま
たがる場合

介護予防・生
活支援サー
ビス事業（総
合事業）

その他居宅介護支援等通所介護等

訪問介護等

短期入所施設養護老人ホーム軽費老人ホーム小規模多機能型居宅介護等

住宅改修 その他 詳細不明

通所介護
（デイサー
ビス）

詳細不明

訪問介護 訪問入浴
介護

訪問看護 訪問リハ
ビリテー
ション

夜間対応
型訪問介
護

定期巡回・
随時対応
型訪問介
護看護

居宅療養
管理指導

福祉用具
貸与

特定福祉
用具販売

詳細不明 認知症対
応型共同
生活介護

詳細不明 (住宅型)
有料老人
ホーム

詳細不明 (介護付き)
有料老人
ホーム

詳細不明

（注）令和７年度度内に通報等を受理した事例、及び令和７年度以前に通報等を受理し事実確認調査が令和７年度となっ
た事例について集計

小規模多
機能型居
宅介護

看護小規
模多機能
型居宅介
護

詳細不明 軽費老人
ホーム

詳細不明 養護老人
ホーム

詳細不明 短期入所
生活介護

短期入所
療養介護

その他

介護相談
員

不明 合計

警察 その他 不明 合計

施設・事業
所の管理
者

施設・事業
所の管理
者

医療機関
従事者
（医師含
む）

国民健康
保険団体
連合会

都道府県
から連絡

都道府県
から連絡

警察

社会福祉
協議会職
員

地域包括
支援セン
ター職員

国民健康
保険団体
連合会

介護相談
員

地域包括
支援セン
ター職員

社会福祉
協議会職
員

介護支援
専門員

合計
その他

監査(立入検査等)：報告徴収、質問、立入検査
運営指導（介護保険法第23・24条）
高齢者虐待防止法第24条に老人福祉法第5条の4を併用した調査協力依頼

家族・親族

件数 割合(%)

事実確認調査を行った事例

介護支援
専門員

都道府県へ調査を依頼

事実が認められた
事実が認められなかった
判断に至らなかった

事実確認調査を行っていない事例
虐待ではなく調査不要と判断した

調査を予定している又は検討中の
事例

本人によ
る届出

当該施設
職員

当該施設
元職員

特別養護
老人ホー
ム

地域密着
型特別養
護老人
ホーム

詳細不明 介護老人
保健施設

詳細不明 介護医療
院

介護療養
型医療施
設

令和７年度内に、通報等を受理した事例
令和７年度以前に通報等を受理し、事実確認調査が令和７年度となった事例

合計
令和７年度以前に通報受理・事実確認した虐待事例で、対応が令和７年度となった

当該施設
職員

家族・親族

合計

市町村が受理
都道府県が直接受理

医療機関
従事者
（医師含
む）

当該施設
元職員

本人によ
る届出

居宅介護
支援等

その他 合計
特別養護
老人ホー
ム

介護老人
保健施設

介護医療
院・介護療
養型医療

認知症対
応型共同
生活介護

(住宅型)
有料老人
ホーム

(介護付き)
有料老人
ホーム

小規模多
機能型居
宅介護等

軽費老人
ホーム

短期入所
施設

訪問介護
等

通所介護
等

養護老人
ホーム
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問4　市町村から都道府県への報告状況
件数

2
0
0
0

問5　都道府県における事実確認調査状況
件数

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

問5　都道府県における事実確認調査状況(事実確認の方法)
件数

0
0
0

問6　虐待事例の概要
2)虐待があった施設・事業所のサービス種別

件数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
構成割合(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
（注）令和７年度内に虐待と判断された事例について集計

問6　虐待事例の概要
2-2)具体的なサービス種別名

介護老人保
健施設

認知症対応
型共同生活
介護

(住宅型)有
料老人ホー
ム

(介護付き)
有料老人
ホーム

軽費老人
ホーム

養護老人
ホーム

件数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
構成割合(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

問6　虐待事例の概要
3）虐待対応ケース会議での発生要因の分析

人数 2 0 0 2
構成割合(％) 100.0 0.0 0.0 100.0

問6　虐待事例の概要
件数

0
1
1
1
0
0
0
0
2
0
2
2
0
2
2
2
2
0
2
2
2
2
2
2
2
0
2
2
0
2
0
0
0

無届施設等
を養介護施
設とみなした
場合

複数のサー
ビス種別にま
たがる場合

介護予防・生
活支援サー
ビス事業（総
合事業）

その他
合計

その他居宅介護支援等

福祉用具
貸与

特定福祉
用具販売

住宅改修 その他

老人（在
宅）介護支
援センター

訪問介護 訪問入浴
介護

訪問看護 訪問リハ
ビリテー
ション

夜間対応
型訪問介
護

定期巡回・
随時対応
型訪問介
護看護

居宅療養
管理指導

地域包括
支援セン
ター

通所介護
（デイサー
ビス）

地域密着
型通所介
護

認知症対
応型通所
介護

通所リハ
ビリテー
ション（デ
イケア）

老人福祉
センター

その他 居宅介護
支援事業
所

通所介護等

訪問介護等

小規模多
機能型居
宅介護

看護小規
模多機能
型居宅介
護

軽費老人
ホーム

養護老人
ホーム

短期入所
生活介護

短期入所
療養介護

監査(立入検査等)：報告徴収、質問、立入検査

介護医療院・介護療養型
医療施設

小規模多機能型居宅介
護等

短期入所施設

特別養護
老人ホー
ム

地域密着
型特別養
護老人
ホーム

介護老人
保健施設

介護医療
院

介護療養
型医療施
設

認知症対
応型共同
生活介護

(住宅型)
有料老人
ホーム

(介護付き)
有料老人
ホーム

特別養護老人ホーム

虐待の事実が認められた事例
市町村から「都道府県と共同して事実確認を行う必要がある」と報告された事例

事実確認調査を行ったが、虐待の判断に至らなかった事例

運営指導（介護保険法第23・24条）
高齢者虐待防止法第24条に老人福祉法第5条の4を併用した調査協力依頼

職員同士の関係・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取りにくい
職員が相談できる体制が不十分
その他

虐待ではないと判断した事例

都道府県が直接、相談・通報等を受理した事例

（注）令和７年度内に通報等を受理した事例、及び令和７年度以前に通報等を受理し事実確認調
査が令和７年度となった事例について集計

介護方針の不適切さ

経営層の倫理観・理念の欠如
経営層の虐待や身体拘束に関する知識不足

実施した
実施して
いない

その他 合計

事実確認により虐待の事実が認められた事例
事実確認により虐待ではないと判断した事例

後日、事実確認調査を予定している又は要否を検討中の事例
事実確認を行わなかった事例

虐待の判断に至らなかった事例
後日調査予定、又は要否を検討中の事例

職員の高齢者介護や認知症ケア等に関する知識・技術不足
職員の業務負担の大きさ

合計
居宅介護
支援等

その他
訪問介護
等

養護老人
ホーム

通所介護
等

短期入所
施設

介護老人
保健施設

特別養護
老人ホー
ム

介護医療
院･介護療
養型医療
施設

(住宅型)
有料老人
ホーム

認知症対
応型共同
生活介護

(介護付き)
有料老人
ホーム

軽費老人
ホーム

小規模多
機能型居
宅介護等

都道府県と共同して事実確認を行う必要がある事例

市町村単独で事実確認調査ができず、都道府県に調査を依頼
市町村で調査を行ったが虐待の事実の判断に至らず、都道府県に調

（注）令和７年度内に通報等を受理した事例、及び令和７年度以前に通報等を受理し事実確認調
査が令和７年度となった事例について集計

虐待の事実が認められた事例

4_2)　運営法人（経営層）
の課題

業務環境変化への対応取組が不十分
不安定な経営状態
その他

経営層の現場の実態の理解不足

4_3)　組織運営上の課題

4_4)　虐待を行った職員
の課題

4_5)　被虐待高齢者の状
況

意思表示が困難

職員研修の機会や体制が不十分

業務負担軽減に向けた取組が不十分
職員の指導管理体制が不十分

職員のストレス・感情コントロール
職員の性格や資質の問題
待遇への不満
その他
介護に手が掛かる、排泄や呼び出しが頻回
認知症によるBPSD（行動・心理症状）がある
医療依存度が高い

その他

高齢者へのアセスメントが不十分
チームケア体制・連携体制が不十分
虐待防止や身体拘束廃止に向けた取組が不十分
事故や苦情対応の体制が不十分
開かれた施設・事業所運営がなされていない

職員に暴力・暴言を行う
他の利用者とのトラブルが多い

職員の倫理観・理念の欠如
職員の虐待や権利擁護、身体拘束に関する知識・意識の不足
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問6　虐待事例の概要
5)当該施設等に対する過去の指導等

件数
0
2

問6　虐待事例の概要
6）事実確認時における当該施設の虐待防止に関する取組

件数
2
2
2
2
2

問6　虐待事例の概要
7)被虐待者・虐待者の特定

件数
1
1
0
0

（注）令和７年度内に虐待と判断された事例について集計

問7 介護保険法の規定に基づく権限の行使

件数
市町村が

実施
都道府県
が実施

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

（注）本調査の対象となったすべての虐待事例について集計

問8 老人福祉法の規定に基づく権限の行使

件数
市町村が

実施
都道府県
が実施

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

（注）本調査の対象となったすべての虐待事例について集計

問9 老人福祉法、介護保険法上の権限行使以外の対応
市町村が

実施
都道府県
が実施

3 0
3 0
3 0

（注）本調査の対象となったすべての虐待事例について集計
（注）市町村と都道府県が重複して実施した場合は、両者にそれぞれカウント

問10　市町村・都道府県の対応に対して当該養介護施設等において行われた措置
件数

3
0
0

（注）本調査の対象となったすべての虐待事例について集計

問11　改善取組のモニタリング
件数

3
3
0

問13　令和７年度末日での状況
1)対応状況の種類

件数 1 2 3
構成割合(％) 33.3 66.7 100.0

問14　令和７年度末日での状況
1)死亡事例における市町村もしくは都道府県による事後検証・振り返り作業の実施

件数 0 0 0
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0

■注意■　以下の表はすべて令和７年度内に虐待と判断された事例について集計
附2　被虐待高齢者
1)性別

男 女
その他ま
たは不明

合計

人数 1 2 0 3
構成割合(％) 33.3 66.7 0.0 100.0

附2　被虐待高齢者
2)年齢階級

人数 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 3
構成割合(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

附2　被虐待高齢者
3)要支援・要介護状態区分

人数 構成割合(％)

0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
2 66.7
0 0.0
1 33.3
0 0.0
3 100.0

(3) (100.0)(再掲)要介護3以上

要介護１
要支援２

要介護４

要介護２

当該施設等における過去の虐待あり

合計75～79歳

その他

改善命令

95～99歳

改善命令

当該施設等に対する過去の指導等あり

虐待者は特定できている

被虐待者・虐待者共に特定できている

管理者の虐待防止に関する研修の受講あり

100歳以上

被虐待者は特定できている

85～89歳 不明80～84歳

要介護度

従事者等への注意・指導

90～94歳

改善計画提出依頼

報告徴収、質問、立入検査

合計
不明

改善勧告

施設等に対する指導

要介護５

事業の制限、停止、廃止

要支援１
自立

認可取消

現在対応中
その他

要介護３

現在対応中 

その他

施設等からの改善計画の提出

65歳未満
障害者

老人福祉法、介護保険法の規定に基づく勧告・命令等への対応

70～74歳65～69歳

その他

対応継続 終結 合計

施設訪問による確認
施設からの報告

有 無 合計

職員に対する虐待防止に関する研修の実施あり
虐待防止委員会の設置あり

指定取消
指定の効力の全部又は一部停止

報告徴収、質問、立入検査

改善勧告に従わない場合の公表

共に不明

虐待防止に関する指針の整備
虐待防止措置を実施するための担当者の配置
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附2　被虐待高齢者
4)認知症日常生活自立度区分

人数 構成割合(％)

0 0.0
0 0.0
0 0.0
2 66.7
1 33.3
0 0.0
0 0.0
0 0.0
3 100.0

(3) (100.0)
（注）「認知症はあるが自立度不明」には、一部「自立度Ⅰ」が含まれている可能性がある

附2　被虐待高齢者
5)介護保険認定済者の障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

人数
構成割合

（％）
0 0.0
0 0.0
1 33.3
2 66.7
0 0.0
0 0.0
3 100.0
3 100.0

附3　虐待の種別・類型
1)虐待の種別

附2_1) 3

人数 2 0 3 2 0 7 3
構成割合(％) 66.7 0.0 100.0 66.7 0.0 - -
（注）構成割合は被虐待者の実人数に対して算出
       構成割合の算出方法は、厚生労働省が発表する調査結果における算出方法と異なる場合がある

附3　虐待の種別・類型
2)虐待に該当する身体拘束の有無

人数 構成割合(％)

あり 2 66.7
なし 1 33.3

合計 3 100.0

附3　虐待の種別・類型
4)虐待の深刻度

人数 構成割合(％)

0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0

（注）「複数名で判断した場合のみ回答」としているため、合計数が他の設問と一致しない場合がある

附3　虐待の種別・類型
5)被虐待者の死亡

人数
0

附4　虐待を行った養介護施設等の従事者
1)年齢階級

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不明 合計
人数 0 1 0 0 0 1 2
構成割合(％) 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0

附4　虐待を行った養介護施設等の従事者
2)職名又は職種 (参考)介護職の内訳

介護職
介護職(介
護福祉士)

介護職(介
護福祉士以
外)

介護職(介
護福祉士か
不明)

人数 1 0 0 0 0 0 1 2 1 1 0 0
構成割合(％) 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0

附4　虐待を行った養介護施設等の従事者
3)性別

人数 構成割合(％)

1 50.0
0 0.0
1 50.0
2 100.0

附4　虐待を行った養介護施設等の従事者
4)雇用形態

人数 構成割合(％)

1 50.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
0 0.0
1 50.0
2 100.0

「夜勤専従」「スポット雇用・日雇い派遣等」の場合の雇用方法
人数 構成割合(％)

直接雇用 0 0.0
間接雇用 0 0.0
不明 0 0.0

合計 0 0.0

常勤(直接雇用)
非常勤(直接雇用)
派遣等(間接雇用)
夜勤専従職員(該当する場合優先して選択)
スポット雇用・日雇い派遣等(該当する場合優先して選択)
その他(夜勤専従かつスポット雇用・日雇い派遣等の場合はこちらを選択)

合計

合計

不明

その他または不明
女
男

合計不明施設長

経済的虐
待

自立度Ⅱ以上（再掲）

【参考】「認知症の有無
が不明」を除いた場合
の「自立度Ⅱ以上」の

身体的虐
待

介護等放
棄

被虐待高齢者　男・女・不明の合計

経営者・開
設者

被虐待者の死亡があった

その他介護職

100.0%認知症の有無が不明

合計(人
数)

合計(累
計)

看護職

1（軽度）

4（最重度）

2（中度）

性的虐待
心理的虐

待

合計

管理職

3（重度）

認知症日常生活自立度
自立または認知症なし

自立度Ⅰ
自立度Ⅱ
自立度Ⅲ
自立度Ⅳ

合計

自立度Ｍ

(再掲)日常生活自立度(寝たきり度)A以上

認知症あるが自立度は不明

B
C

不明
合計

自立
J
A
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